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　　I　は　じ　め　に

　昭和40年代の日本におこった農産物遇剰間題と食糧間

題，これらは，第二次大戦直後の食糧間題を除けば，い

ずれも戦後最大のものであり，昭和40年代後半は戦後日

本農業展開の一大画期を形成することになろう．

　ところで，同じ昭和40年代に生まれたこの農産物遇剰

間題と食糧問題は，それぞれ別々に論じられるというの

がかなり一般的である．それは，食糧問題のとりあげ方

によくあらわれている。すなわち，そこではまず「オイ

ル・ショック」，「輸入穀物価格急騰」と「狂乱物価」

が問題とされ，次いで日本農業の「構造的脆弱性」，

「地力略奪的農法」などが問題とされている．

　しかし，昭和40年代の中ごろには，「日本農業には未

曾有の過剰時代が到来しているようである」，「現在の

日本農業には，農産物『遇剰』現象が，ほぽ普遍的にみ
　　　　　　　　（注1）
られるようになった」，などと言われていたのである．

そして，多くの論者がその農産物遇剰の長期的，「構造

的」性格を間題とした．したがって，40年代後半の食糧

問題の要因をさぐろうとする時，何よりもまず，その前

に展開された農産物遇剰問題はいかに「解決」された

か，その遇程で農業・農民とそれをとりまく環境がいか

に変化したのか，そうした結果いかにして農産物遇剰間

題が食糧問題に転化していったのかが間われねばならな

いだろう。

　ここに，現在改めて昭和40年代の農産物過剰間題を，

単にそれが日本農業にとって画期的な出来事であったか

らというだけでなくして，とりあげる意義がある　本稿

はその準傭作業として，この期の農産物過剰論の検討を

しておこうとするものである．

　さて，私見によれば，従来の農産物過剰論には三つの

流れがあるように思える．一つは，戦前から長い世界的

論争の続いてきたr農業恐慌論」の流れであり，二つ

※　農業市場経済学研究室

は，戦中。戦後にさかんになったいわゆる「資本主義体

制の全般的危機」，あるいは「国家独占資本主義の矛眉」

とかかわらせて農産物遇剰を考えようとする流れであ

り，三つは，とくに日本の農業経済学者の問でさかんな

いわゆるr小農経済論」の申で小農に特有な農産物過剰
　　　　　　　（注2）
を扱う流れである．

　しかしながら，40年代の農産物遇剰問題をとりあげた

場合，第一のr農業恐慌論」を適用したものはほとんど

ない．それは，「農業恐慌論」それ自体に種々の異説が

あるということや，それを適用する場合には単なる農業

恐慌論ではなくて現段階の農業恐慌として扱わねばなら

ないという　般的な問題からだけではない．農業恐慌を

農産物価格の暴落としてとらえる主流的見解が，戦後の

先進賢本主義各国の農産物r支持」価格制度に直面して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注3）
農業恐慌論の適用を思いとどまらせているからである．

　そこで，ここでは第一の流れを前提としながらも第二

の流れに入る常盤氏と，第三の流れをくむ田代氏の，と

もに昭和45年に発表され，この期の農産物過剰論として

は最も代表的な二つの論文をとりあげて検討することに

しよう．

　ただ，ここでは細かな点にわたって吟味する余裕はな

いので，両氏のこれまでの所説や他の論者の所説との関

係にまでふれることはできるだけ避け，上記論文の主要

論点のみを問題とする．

皿「小轟の体質」説（田代隆氏）

　田代氏の小農に関する基本的見解は文献6．にあるが，

ここでとりあげるのは昭和40年代の農産物過剰間題をと

りあつかった文献7．である．

　田代氏はまず，「遇剰」の問題を需給の不均衡として

だけとらえることに反対し，価格変動を基本的に律する

「価値法則」を正しく理解し，農業と外部経済の「生産

構造の特異性」にまでせまらねばならないと主張する．

一102一



鈴木敏正：昭和40年代の農産物遇剰論について 一103一

氏は，その「生産構造の特異性」を「小農体制と独占体

制との対抗関係」の申でとらえようとし，「もともと過

剰生産のような馬鹿げたことはけっしてしない体質を身

につけた独占体制が一方に存在し，反対に他方には，遇

剰生産を行なう体質をもった小農体制が存在している」

（p．263）とする．その言われるところを要約してみれ

ば，次のようである．

　“小農は一般に，市場伍格が費用価格（C＋V）水準

におしきげられるまで生産を続け得る．それどころか，

自家労賃（▽）が最低生活水準（V）よりひきさげられ

ても至地代（r）ぐるみの混合所得（∀十r）がV水準

に達し，かろうじて生活が維持できるのなら生産は続け

られる。他方，資本制生産では生産の規制は，平均利潤

（P）を加えた（C＋V＋P）を実現するか否かによっ

てなされ，独占資本のもとではさらに強く，独占価格を

維持することができるかが目安となる．したがって，小

農は「過剰的生産」をし，独占資本は「過少的生産」を

しているのである．

　このことは，小農が小農である限り過剰的生産が行わ

れることを意味する．それを脱皮することを妨げている

のが，小農体制の内部条件としての土地問題＝自作農的

小土地所有と，外部条件としての独占体制による収奪と

しめつけである．したがって，一方で，生産力を飛躍的

に高めるような合理的土地利用体系を杜会的に国家の財

政投融資によってうちたて（構造改善），他方で，労農

提携の下に独占資本のしめつけを緩和さ茸家族ぐるみで

の流出が可能なところまで賃金をひきあげれば，「貧困

（不足）のもとにおける過剰生産という矛盾」は解消

し，「繁栄のもとにおける豊富な食糧の生産」がうちだ

され，それは人類の福祉と直結するだろう．。

　さて，ここでいくつか問題点を指摘しておこう．まず

第一は，田代氏が「遇剰的生産」といって，「的」をつ

けていることの意味である．

　氏は，現代において最も発達した資本主義的生産体制

をとっている「独占」については「過少的生産」をして

いると述べているのであるから，この「遇剰的生産」は

資本主義に特有な過剰生産とは全く別のものである．間

題なのは「体質（小農的生産体制）」なのであり，した

がって，農業が小農体制から「脱皮」するとともになく

なるものであり，それまで続くものである．それは，

r生産力水準が低くかつ停滞的」であっても（むしろ，

そうであるからこそ），r現象的には遇剰生産であると

はおくびにもいえない農産物商晶」にもおこる過剰生産

なのである．

　このことはまた，氏が合理的土地利用体系と生産体制

を改革する労農提携とにより農業間題（過剰間題）を解

決するという場合，一方において，そこで生まれる「合

理的経営」の「耕作権はできるだけ尊重されねばならな

い」から「所有権との調整をはかることが必要」だとさ

れ，他方において，「外部経済」に対しては「一方的な

独占資本の収奪としめつけをできるだけ緩和させ一・・」

と述べている（p．280）のをみてもわかる．明らかに，

過剰問題，農業間題が解消されるとするその時点におい

ても，私的所有，資本主義，独占が存続していることを

前提としているのである．

　もっとも，この「過剰的生産」という用語は氏の論文

において一貫しているわけではなく，はじめに引用した

「もともと　　過剰生産を行う体質をもった小農体制」

だとか，論文の最後の「従来のごとく貧困（不足）のも

とにおける遇剰生産という矛盾を内包した食糧生産では

なく……」　（p．281）というように，かなり結論的部分

においてr的」がはずされている。いずれにしても，氏

の「過剰（的）生産」の概念は，問題を「小農体制」の

問題にだけに歪小化しているか，論点のすりかえをして

いるかのどちらかであろう．

　さて，第二に問題にしたいのは，「遇剰的生産」の内

容である．氏は，「小農の体質」を資本制生産や「独占

体制」と比較して，その生産物の「価値実現水準」の特

質においてとらえ，一般に小農体制下ではrはげしい競

争のもとで，いくいくは費用伍格（C＋V）水準におし

さげられるまで生産は続けられ」るどころか，「自家労

賃水準を∀水準にひきさげても，なお生産を続け過剰的

生産を生み出す」（p．260，263）とされる．つまり，農

産物価格が低下する際に，’途申（C＋V＋αくらい）

でやめればよいのに，C＋V（Y＋r）になるまで生産

を続けるから遇剰的生産になるのだ、というわけであ

る．しかしながら，農産物価格がC＋V（7＋r）水準

である状態が必然的に遇剰をもたらす状態であるかどう

かは証明不能である．「過剰的生産」を間題にされる氏

は，「傾向」が問題なのだと言われるかも知れない．し
　　　　　　　　　　　　（注4）
かしながら，r最低生活水準」に至るまで価格が低下し

ていくこと自体がすでに過剰生産の結果であって，この

結果に対する小農の反応をもって過剰生産の原因とする

ことはできない．小農がC＋V水準まで生産を続けうる

ということと，実際にC＋V水準になるということとは

全く別のことであり，究明さるべきはこの価格低下の原

因である．

　最後に，これに対して氏が「小農体制」の特質として

rはげしい競争」をあげていることを問題にしよう．

　まず，氏によれば，小農は資本主義的生産に比べてと

くに激しい競争がなされねばならないことになるが，こ
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のことについては，r価値実現水準」の差違はともかく，

何ら説明されておられない．次に，小農の間題について

は，ここでは過剰生産が問題なのであるから，激しい競

争は「土地に対する競争」ではなくて，あくまで「生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注5）
を増大させる競争」が間題とされなければならない。し

かし，生活のための所得を目標とする小農経営にあって

は，利潤を目的とする資本主義的経営のように，生産拡

張のための「はげしい競争」をする独自の理由をもたな
（注6）

い．氏白身，「小農体制を強く存続する特異性」をもつ

農業においては，「生産力水準は停滞する傾向をたどっ

ている」　（p．258）と述べておられる．小農が「はげし

い競争」をするとしたら，それは決してみずからの論理

にもとづいてするのではなく，資本主義経済にまきこま

れていくなかで農業生産を拡大せざるを得ない条件が生

まれてきて，しかもそれしか道のない場合にはじめてお

こるものであるといえる．問題はその「条件」にある．

　また，一般に商品生産者が価格低下に対して生産制限

などで対応できないという場合，その原因の最大のもの

は「生産の無政府性」にあるのであり，それは氏のいわ

れるような「合理的経営」が生まれても決して除去され

るものでないどころか，それが資本主義的経営となる必
　　　　　　　　　（注7）
然性をも．つものならば，より強化されるとさえいえるで

あろう。

　かくして，農業を「小農体制」とし，その特質を先験

的な「価値実現水準」からとらえるという方法では，

「過剰的生産」はともかく，現段階の農産物遇剰の事態

を正しくつかむことはできないであろう。そこで項を改

めて，小農一般に共通な遇剰生産ではなく，いわゆる

「国家独占資本主義段階」における農産物過剰を間題と

する常盤氏の見解をみていくことにしよう．

　皿　「国独資下の構造的過剰」説

　　　　　　　　　　　　　　　　（常盤政治氏）

　ここでとりあげる常盤氏の論文は文献1．に所収のr農

業恐1荒と農産物遇剰」である（氏の農業恐慌論について

は文献8．を参照）．

　氏はまず従来の「伝統的農業恐慌論」を検討し，「農

業恐慌も，それが恐慌　　資本主義的諸矛盾の『暴力的

な一時的解決』であるかぎり，商工業恐院と同様に全般

的遇剰生産恐慌の一構成部分であり，その農業内におけ

る発現として把握する以外にない」　（文献1．，p．238）

とされる．しかし，なぜ多くの論者が「慢性的」，「長

期的」あるいは「潜在的」な農業恐慌を考えねばならな

かったかと問い，そこには単なる周期的農業恐院に解消

できない「世界資本主義の発展段階的『構造問題』が内

包されている」（p．240）とし，農業恐院のr歴史的性

格」を考察しようとする．

　こうして，「国家独占資本主義の構造間題」としての

農産物遇剰間題にまで進まれた氏は，アメリカの1938年

「農業調整法」により，「国家独占資本主義的な農業恐

慌対策の体系化が確立し，農産物伍格の恐慌的下落をふ

せぐことができるようになったが，同時にそれは今日に

おける『慢性』的な農産物過剰化をうみ出す制度の確立

であった」（p．247）とされる．すなわち，そこでとら

れるr価格支持＝生産制限政策」は，農家がまず劣等地

から耕作放棄をすること，面積減少による収量減少を面

積当たりの収量増大でカヴァーしようとすることによ

り，「逆にかえって農業生産力を増大せしめて，農産物

遇剰を生み出すポテンシャリティーを累積している」こ

とを指摘し，これが「構造的に農産物遇剰が出現せざ
　　　　　　　　　　　　　　（注8）
るを得ないゆえんである」とされる（p．250）．さらに，

「過剰」を輸出の増大によって解消しようとする試み

は，r構造的遇剰」をかかえている国々の農産物過剰を

激化させるし，さらに価格政策を構造政策にかえようと

しても，それが「農業生産力の増大を伴うものであるか

ぎり」，かえって農産物過剰を促進するとされる．

　最後に，このような国際的環境におかれているわが国

の農産物過剰問題にふれ，「日本の農業及び農民は日本

経済の構造的基底をなし，r高度成長』の土台としてこ

れを支えているのだから」，「農民を切り捨てたり，古

興的国際分業論をふりまわすことはゆるされない」と

し，r国家独占資本主義下における農産物過剰は所得；

．雇用間題をも内包しているがゆえに，資本主義の『構

造』的農産物遇剰の間題なのである」と結論される（p．

252～3）．

　以上が常盤氏の所説であるが，ここでその軸となる点

に限って問題点の指摘をしておこう。

　第一に，氏が農業恐慌を「資本主義的再生産構造の基

本的矛盾の爆発としての恐慌が農業部門に発現したも

の」だとし，その長期性も「一周期内での長期性でしか

ありえない」　（p．239）とされながら，いわゆる「国家

独占資本主義」　（以下，「国独資」と略）下の「農産物

遇剰」については「構造的」ないし「慢性的」なものだ

とし，しかも，その原因を国独資の「農業恐慌回避政

策」に求めていることである．明らかにこれは農業恐慌

論の立場の放棄であるか，国独資の下ではr農産物過

剰」はあっても「農業恐慌」はないと主張されているか
　　　　　　　（注9）
のどちらかであり，いずれにしても，国独資も資本主義

の一歴史段階とするならば氏の主張は矛盾している．氏

は、一方では農業恐慌を「農産物の過剰生産恐暁」であ

るとしながら，国独資下の農産物過剰については，「農
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業恐慌回避装置」のことは言っても回避さるべき農業恐

慌の存在，それがおこる原因，その国独資下における特

徴と性格などについては何も述べられていない．

　このことは，第二に，農産物遇剰が国独資下において

「構造的に出現せざるをえないゆえん」を，農業恐慌回

避装置ないし政策に限ってしまうことにつながる．つま

り，氏は本質（農業恐暁＝「資本主義的再生産構造の基

本矛盾の爆発」）からではなく，「歴史的性格」（国独

資の政策）から農産物過剰を説明する．農民は「装置」

に対し劣等地から耕作放棄したり，面積減少による収穫

減少を反収増大でカヴァーしようと対応するものとして

しかとらえられず，農民の内部およびそれをとりまく生

産諸関係の矛盾がいかに展開しr政策」やr装置」にい

かに反映するかという視点に欠けるのである．これは裏

をかえせば，「政策の目的」を「農産物の過剰生産にも

とつく恐慌的な価格下落を阻止」すること，あるいはそ

れを通じた「所得＝雇用」対策であるというように一面

的に理解することと照応している．

　さて，「構造的遇剰」の原因が政策や装置にあるのな

ら，もっとうまい「装置」　（たとえば，より強力な生産

調整，需給を反映した「支持」価格等々）ができたら，

「構造的遇剰」は解消するのではなかろうか．実際タこ

の疑問は昭和40年代の農産物のr構造的過剰」にあたっ

て，日本ばかりでなくあらゆる先進資本主義国の農政担

当者の申から出され，実行されようとした．

　しかし，第三に，これに対して常盤氏は，農産物遇剰

はr所得：雇用問題を内包」しており、日本の農業と農

民は「日本経済の構造的基底」であり高度成長の「土

台」なのだから，国際的分業論をふりまいて農民を切り

捨てることはできない，と主張される．

　だが，日本の農民は高度成長の過程で毎年大量に農業

生産の場から離れて農外に「雇用」を求め，まさにそこ

で「高度成長の土台」となってきたのであり，そのこと

自体がまた，農民が少なくとも農業部門においては「保

護温存」されているわけではないし所得「補償」がなさ

れているわけでもないことを示している．現実に，昭和

40年代の農産物遇剰に際しては，常盤氏の思惑に反して

国際分業論がふりまかれ（米の「遇剰」をきっかけとし

て生まれた「総合農政」の価格政策の大目標は「国際価

格への接近」），農民が農業生産の場から大量に切り捨て

られるどころか，米の「生産調整」の実施は農民の白殺

者まで生み出した．もっとも，氏がこの論文を書かれた

時には米のr生産調整」が始まったことは知っていたと

しても，その全面的な展開の結果や米価が何年もすえお

き同然になったこと牽兄るζξができなかったであろ

う．

　しかしながら，最後に，氏の農産物過剰ないし農業恐

慌把握の一面性にふれておく必要がある．氏によれば，

国独資の「農業恐艦回避装置」とは，「価格支持＝生産

制限政策」　（それに対して「構造改善政策」がとられ

るがその現実化にはr疑間」であるとされる），芦よび

r農産物輸出政策」　（米欧の場合）であるが，これらは

みな，農産物過剰を激化せしめるとみられている。

　この場合，氏は農産物遇剰（農業恐慌）の現象を国内

農産物価格の低落，ないし農産物遇剰在庫の増大として

しかみていないことが問題とされねばならない．もちろ

ん，国内「支持伍格」がそれ以前に比べて（実質的に）

切り下げられなかったかどうか，たとえば昭和40年代の

「遇剰」の後，米価はr古米在庫」が減少してもすえお

かれ，乳伍（「保証価格」）は牛乳「不足」といわれた時

期に入ってもすえおかれたことなどは，急速なインフレ

の申では「恐慌的価格低落」といえないかどうかも問題

となろう．アメリカなどで遇剰農産物がダンピング的に
　　　　　　（注10）
輸出されたことは農産物価格の「恐慌的低落」とはいえ

ないかを問題にしてもよかろう．

　しかし，農産物過剰の影響は，決して生産物だけにあ

らわれるものではない。たとえば，氏が「農業恐慌回避

策」として強調される「生産制限政策」　（この期には，

EE　Cではマンスホルトプランの実施により，アメリカ

ではセットアサイド方式により，そして日本では「生産

調整＝減反」として行われた）は，農業恐慌を回避する

ものであったのか．むしろ，これは農産物価格の国内に

おける急激な低落によって需給を調整するところの市場

の役割を，国家権力が，生産手段である土地の使用制

限ないしは「休耕田の荒地化」に特徴的な使用価値その

もの破壊，あるいは家畜のと殺の強要などによってはた

しているといえよう．つまり、「生産制限政策」は農業

恐慌を「回避」する政策ではなくて，それを「執行」す

る政策なのである．

　市場に身をおく資本主義経済では，「遇剰」は最終的

には何らかのかたちで「解決」されねばならない。した

がって必要なのは，国家のこれに対する政策をあらかじ

め「農業恐慌回避策」と規定してそれのもつ矛盾を指摘

することではなく，生産物，生産手段，そして労働力の

すべての面における「解決」の過程を明らかにし，その

上で国家の政策のはたした役割を示すことである．

　IV’お　わ　り　に

　ここでとりあげた二氏の論文の間題点については，す

でに箇条書き的に述べてきたので、改めてくり返す必要

はなかろう，以下，一つの整理の仕方を示してしめくく
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りとしたい．

　資本主義の下における「遇剰」とは，小農の場合には

擬制的なかたちをとるとはいえ，あくまで「購買力ある

消費」に対するr資本」の過剰である．それは農業各部

門に不均等な無政府的「資本」投下によってもたらされ

る（したがって，私的所有にもとづく商品生産が行われ

ているかぎり存在する）．牽外資本の動向がその方向を

規定し，国家による各国・各部門に不均衡な政策がそれ

を促進する．

　「資本の遇剰」は「資本の破滅」によって解決されね

ばならず，この過程がまさに「過剰」の現象形態をな
す．その・破滅・の遇程は姿態変換（・一W＜守…・

・・W！一G！）するすべての形態のr資本」にあらわれ，

それぞれ交換価値だけが破壊される場合とそれに使用価

値破壊をともなう場合がある．「過剰」現象の把握はこ

れら全体について行われねぱならない．それらのどの側

面が強くあらわれるかは各歴史段階・各農産物について

異なる．ここにまた，農外資本と国家の政策を，価格

「支持」政策や生産制限政策以外のものをも含めて「資’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注11）
本の破滅」の視点からとらえなおす必要が生まれる．

　本稿で検討した農産物遇剰論には，田代氏は「小農の

体質」しか，常盤氏は「構造問題」しか問題にしなかっ

たことの限界があらわれているといえるが，まずはじめ

に問題となるのは，田代氏は「過剰」の現象そのものを

全く把握しておらず，常盤氏は（国内における）「W！」

の交換価値破壊にのみ注目していたことであるといえよ
う．
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　文献1，橋本論文，p．280，283

　新しい方向として，農産物遇剰を「不均等（衡）発

展法則」とかかわらせて理解しようとする流れがあ

る。たとえば，持田恵三氏は，農工間の労働力配分

（資本蓄積ではなくて）の「不均衡発展」によって農

産物過剰を説明しようと試みている。しかし，結局に

おいては，「農業間題（＝農産物遇剰　　筆者）の基

本構造」は，「独占段階において，需給均衡と所得均

衡は二律鋳反の関係にたつ」のだが，「相対的遇剰人

口として存在し続ける小農の所得均衡」への運動が需

給均衡をくずすことだとし，rケインズ主義的農業保

護政策」の矛盾を問題にされる時，持田氏の主張は常

盤氏と同じ第二の流れに入ると考えてよいだろう．文

献2、および文献1に所収の同氏論文参照．

　また，川上正道氏は，昭和40年代の農産物遇剰は

「経済発展法則，なかんずく農工間の不均等発展，ま

た農業内部の不均等発展とふかく関連して，いわば必

然的な現象である」とされるわけであるが，その内容

は「農業者というものはたえず生産増強をめさして努

力するものである」一方，農工間不均等発展の主要な

根拠である資本蓄積の結果，「労働者の食糧消費はい

ちじるしく伸びなやみ停滞的になる」から，「食用農

産物市場の拡大率は農業生産の増勢より劣る傾向がで

てこざるを得ない」というもので，論証不十分であ

る。文献3（補論）参照．

　最近，保志氏は文献4において「価格下落が緩和さ

れれば農業恐慌も解消するというとらえ方」　（大内力

氏）を批判し，第二次大戦後においては「過剰が直接

に自由市場における如き傍格低下とは結びつかない」

ので，「恐慌現象をとらえるのに価格変動をメルクマ

ールにすることはできない」と述べ，昭和40年代の農

産物遇剰の農業恐院論的把握の重要性を主張されてい

る．しかし，恐慌現象の具体的把握の仕方について

は，「本釆間題は・…・・伍値の次元でとらえねばならな

いJとか、「むレろ，『国家と競争との矛盾』一とい
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　う次元で，一皮むいて，つかまねばならない」という

　だけで具体的提示がない．なお，氏はアメリカの余剰

　農産物輸出を「恐慌輸出」ととらえ，農産物価格「支

　持」政策は過剰を「緩和」させるものとし，作付制限

　政策はr同一面積で土地生産性を高める技術が発達す

　る」ことにより，「農業構造に本質的に根拠つけられ

　ている農業恐慌を解消しえない」としており，皿でみ

　る常盤氏の見解に近づいている．

　　なお，マルトゥィノフの資本主義および国家独占資

　本主義一般における農業恐慌論は多くの間題点をもつ

　ものであるが，文献5において「現代の農業恐慌を分

　析するためには，また，農産品価格の運動と工業品価

　格の運動とを比較し，農業経営の採算性の水準，農場

　主の純所得の動態，その他を明らかにする必要があ

　る．さらに現代の農業恐慌の指標としては，農業生産

　の制限その他の国家独占的農業規制の市場外的作用形

　態が挙げられる」（p．338）としており，注目され

　る．

（4）田代氏は，費用価格（C＋V）におけるVを小農の

　最低生活水準としているが，理論的にはこのVは，農

　外における資本主義的生産様式を前提として形成され

　る杜会的平均的な労賃水準とすべきである．また，

　（▽十r）論は小農における農産物価格は「下層農の

　費用価格水準」により律せられるとする氏独特の理論

　（文献6）からくるものであり，ここでふれる余裕は

　ないが，いくつかの間題点をもつものである。念のた

　め．

（5）氏の立論の基礎にあるのはK．マルクス『資本論』

　第3部47章5節「分益経営と農民的分割地所有」であ

　るが，そこでマルクスは分割地所有が支配的な場合，

　「土地所有に対する需要が供給を凌駕する」ことを述

　べて，土地所有に対する’はげしい競争、を指摘して

　いる（青木書店版邦訳書，p1142）．しかし，それは

　生産拡大のための競争ではなく，あくまで生活維持手

　段としての土地に対する競争であり，しかもそのよう

　な事態は「資本制生産様式が制限的にのみ発展して，

　その独自性を開展しない場合にのみ生ずる」（同，p．

　1143）としているのである．なお，田代氏は文献6に

　おいて名目的地代を論ずる際に「土地に対する競争」

　についてふれられているが，生産拡大をひきおこすよ

　うな競争については述べておられない．また，価格水

　準の問題については，C＋V水準となりうるからC＋

　V水準となるという論法をとっている．

（6）　「分割地所有は，その本性上，労働の杜会的生産力

　の発展，労働の杜会的諸形態，資本の杜会的集積，大

　規模な牧畜，科学の累進的応用を排除する」（同上身

　P．1137）．

（7）文献6によれば，「賃労働者」的性格をもった小農

　の対極には「資本」的性格をもった上層農が現われ，

　その上層農が小農体制のわくをうち破ることによって

　資本制農業生産への移行がなされるとされている。

（8）常盤氏は戦後における価格支持政策にともなう「持

　続的な構造的遇剰生産」について，すでに文献9でも

　述べているが，生産制限政策の矛盾を指摘したのは文

　献10である．なお，後者については井野隆一氏も文献

　11に所収の「アメリカ余剰農産物と日本農業」（r季

　刊・経済』第9号、1964，の再録）で述べており，井

　野氏はさらに「制限対象の特定農産物から制限対象外

　の農産物への作付転換がおこなわれる結果，過剰生産

　傾向のあたらしい領域が追加され，価格支持。生産制

　限政策の対象をますます拡大する悪循環をさえ発生さ

　せる」（p．117）としている．

（9）文献8においては，「現段階における農産物過剰生

　産の慢性化を第二段階の『全般的危機』のあらわれ，

　国家独占資本主義の構造問題として把握するために

　も，恐慌・循環の一構成部分としての農業恐院と『全

　般的危機』の一構成要素としての農産物過剰生産の慢

　性化状態とは区別しなければならない」（p．403～4）

　とされている。

ω　たとえば，文献11，p．128～9

ω　文献12および13は，こうした視点から昭和40年代の

　牛乳「過剰」問題を認識しようとする一つの試みであ

　った．そこで筆者は，国家の政策を農業恐慌回避策で

　あるとしたり，小農＝過剰的生産，独占＝遇少的生産

　とする見方がいかに先験的なものであるかということ

　を示し，一見矛盾しているかにみえる国家や独占資本

　の「過剰」対策もこのような視点にたてば理解され得

　ることを示した．ただ，そこでの分析は乳業資本にと

　っての「遇剰」を中心としたものであり，酪農民にと

　っての「過剰」については別の機会に述べる予定であ

　る．


